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事   業   名 法適用 収支額(千円)
普通会計からの繰入

額(千円)
職員
数(人)

〃

事 業

741,921 9,206,520

106,792

後期高齢者医療 〃 354,781 6,693,600

交通災害共済 〃 201,173

　※　想定企業会計分

92,101

国民健康保険

〃 357,049 7,027,176〃
6

107,979

－ 被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 税 調 定 額 （ 円 ）

10

△ 941,603
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〃

一 世 帯 当 り
保 険 税 調 定 額 （ 円 ）△941,603

被 保 険 者 数

〃

398,602

70,995

140,081

有 国
保
会
計
の
状
況

収 支 額

6,051,835

被保険者一人当り費用（円)

476,359公
営
事
業
の
状
況

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 6,051,835

合      計 2,716 306,727 833,070

議 会 議 員 (38人) 700,000

臨  時  職  員 議 会 副 議 長 740,000

教 育 公 務 員 204 329,627 67,244 議 会 議 長 800,000

565,000
 うち技能労務職 5 359,024 1,795 教 育 長 760,000

 うち消  防  職 516 286,962 148,072 常 勤 監 査 委 員

一  般  職  員 2,512 304,867 765,826 副 市 長 870,000

(一般行政職) ( 1,475) ( 316,576) ( 466,949) 市 町 村 長 1,030,000

(人) 月額    (円) (千円)

１人当り平均給料
(報酬)月額  (円)

区       分
職員数 １人当り給料 総給料月額

区       分
改定実施
年 月 日

一      般      職      員      等

実 質 単 年 度 収 支 1,812,706 1,001,025 債務負担行為額 20,978,414

後期高齢者医療

積 立 金 と り く ず し 額 1,000,000 2,900,000

 伝染病関係

収益事業収入額 213,396  水防関係

38 地 方 債 現 在 高 191,206,974  競艇

 し尿処理

 農地関係

繰 上 償 還 金 130

積 立 金 2,238,500 3,565,600 積 立 金 現 在 高 26,734,990

5.1  ごみ処理
574,076 335,387 公債費負担比率 13.7

事務の共同
処理の状況単 年 度 収 支

実 質 収 支 2,578,655 2,914,042 実 質 収 支 比 率 2.7

    都市開発
116,556 345,809 財 政 力 指 数 0.76498

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

 近畿

    近郊整備

歳 入 歳 出 差 引 額 2,695,211 3,259,851 標 準 財 政 規 模 109,402,288         産炭

        工特

 低開発 新産歳 出 総 額 202,490,237 204,202,055 基準財政収入額 63,805,869

千円

歳 入 総 額 205,185,448 207,461,906 基準財政需要額 83,371,748
 不交付 山村

 再建   過疎
千円

(千円)

区                分 平成30年度 令和元年度 区       分
指  数  等 指定団体等

の  状  況

490,217 28.9

人   旧布施・河内・枚岡三市合併 国 調

％ ％ ％元.12.31 488,618   42.2.1

住

基

人 22 年

665 63,144 136,962

△ 1.3 人

％
35.10.1 以降の合併状況

27.7

％ ％ ％

509,533 507,906 国 調
人 61.78 8,138 人

132,312

502,784 501,649 27 年

591 58,967

人
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市町村名 東  大  阪  市

人              口 面  積 人口密度
人口集中
地区人口

産      業      構      造

決 算 状 況 大 阪 府
ふりがな ひがしおおさかし 元年度交付税

種 地 区 分

令 和 元 年 度 都道府県名 ｺｰﾄﾞ番号 ２７２２７２ 市 町 村 類 計 中核市
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0.0 0.1

0.6 0.9

9.7 18.6 12.2 (13.2)

9.4 18.6 1.2 (1.3)

0.3 12.7 (13.7)

53.7 99.0

0.0 0.1

1.0 (0.0)

1.0 0.6 12.0 (12.8)

0.2

23.8 ％

95.4 (102.4)

6.9

1.5 0.2 経常一般財源

0.0 千円

1.8

1.3 歳入一般財源等

1.6 0.1 千円

7.2

100.0 100.0

0 　臨時財政対策債 を含む。）

％ ％

41.6 0.4

33.0 10.2

8.6 51.4

40.2 6.6

0.8 0.2

5.6 0.1

1.5

88.2 10.5

2.5

11.8 8.1

0.0 0.0

8.7 8.5

3.1

100.0 100.0

400,000

410,000 ％

1,750,000 99.1

3,000,000

99.4

99.3
※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費の補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。

929,279 合        計 123,726,217

適      用      税      率      の      状      況

徴

収

率

区        分
現  年
課税分

滞  納
繰越分

合  計

合      計 79,651,128 3.4 71,947,143

2,479,242 11.3 2,291,955

区        分 決 算 額 構成比
充当一般
財源等

市 町 村 民 税

内
訳 法 人 分 105,058,979 45,645,805民 生 費

（減収補てん債特例分 7,633,900

市              町              村              税 目      的      別      歳      出

合        計 207,461,906 合          計 204,202,055104,721,338 100.0

0.0

投 資 的 経 費

内

訳
失業対策事業費

8,139,214

 う　ち　補　助 8,769,546 4.3

123,726,217

1,603,695 12

4,307,384 107,241,663

126,986,068

15,369,586 13,439,838

4.0

64,355,624 57.3 (61.4)

188,200

8.4 4,520,033

地 方 交 付 税

内
訳 特 別

6,369,604 3.1

98.7

50.5 99.0

8.4／100　6.0/100

1.00
法人
税割

所 得 割 160,000 円 固 定 資 産 税

合          計 48.2
固定資産税 1.4／100

市 町 村 民 税

市
町
村
民
税

130,000

3,500 円

48.9 98.4

150,000 円 円

円 円

個

人

分

均 等 割

標準税率に
対する比率

50,000

法

人

分

均
等
割

円 円

120,000 円 円

前年度繰上充用金

204,202,055

％ ％

旧 法 に よ る 税

諸 支 出 金
17,444,296 17,444,296都 市 計 画 税 6,875,846 0.3

内
訳
事 業 所 税

△  0.8入 湯 税

公 債 費

災 害 復 旧 費 24,142 10,165

16,605,384 12,813,040教 育 費

1,695

9,356,783 3.0 2,291,955目 的 税

929,279
消 防 費

土 木 費

5,092,256

21,498,161

4,909,422

14,314,261
法 定 外 普 通 税

69,655,188

776,850
小    計 70,294,345 3.4

商 工 費 2,961,951

農 林 水 産 業 費 180,666 130,289
特別土地保有税

労 働 費 310,336 295,420
市 た ば こ 税 4,481,486 0.4 4,698,809

軽 自 動 車 税 637,147 5.2 714,419

固 定 資 産 税 32,029,274 0.8 31,309,916 衛 生 費 13,484,459 11,501,422

20,777,335 15,121,157

6,847,668 1.4 5,682,597 929,279

764,090
個 人 分 26,298,770 7.9 27,249,447 総 務 費

千円 千円 千円

33,146,438 6.5 32,932,044 929,279 議 会 費 764,090

千円 ％

×100／75
決 算 額 構成比

対前年度
増 減 率

千円

超過課税分
収入済額

区       分
基準税額

112,355,238

2,695,211

地 方 債 14,949,900

86,948諸 収 入 3,381,602

24,142 0.0 10,165
繰 越 金

繰 入 金 3,755,409

寄 附 金 73,090 う　ち　単　独

災害復旧事業費

260,6993,122,116

0.1 131,851

14,314,140

国有提供交付金

都道府県支出金

財 産 収 入

う ち 人 件 費 131,851
普通建設事業費 17,152,109

17,176,251 8.4 4,530,19849,396,344国 庫 支 出 金

手 数 料 367,026 前年度繰上充用金

使 用 料 繰 出 金 19,772,617 9.72,063,869 623,557

分 担金 ・ 負 担金

交通安全交付金 64,577

2,039,418

64,577 投資及び出資金

14,305,587
小　　　計 111,239,204 103,685,557 積 立 金

3,241,079 1.6・貸付金

0.8 1,404,696 1,357,827

4,057,080

677,801 補 助 費 等 18,488,717 9.1 17,049,755

9.0 15,193,973 13,782,775
普 通

20,170,254 19,492,453 物 件 費 18,440,311

19,492,453 19,492,453 維 持 補 修 費 1,571,837

943,700

67,996 小　　　　計 119,141,639 58.3 64,517,234
地方特例交付金 943,700

自動車税環境性能割交付金 67,996

自動車取得税交付
金

218,429 218,429

10,266 10,266
特別消費税交付金

地方消費税交付金 8,678,567 8,678,567 一時借入金利子 10,266 0.0

8.5 17,434,030 17,433,992

17,444,258
株式等譲渡所得割交付金 237,519 237,519 内

訳

元 利 償 還 金 17,434,030

412,416 412,416 公 債 費 17,444,296 8.5 17,444,296

扶 助 費 75,066,893 36.8 21,988,813 21,988,813
配 当 割 交 付 金

(15.8)

利 子 割 交 付 金 89,348 89,348

17,797,904 8.7 16,542,696 16,542,696 14.70.4 769,847 0.7
う ち 職 員 給

13.0 25,084,125 24,922,553地 方 税 79,651,128 72,775,282 人 件 費 26,630,450

地 方 譲 与 税
769,847

千円 ％ 千円 千円

(23.8)

千円 千円

充当一般
財源等

経常一般財源
経常収
支比率

構成比
経常一般
財源  Ｋ

Ｋ の
構成比 区         分 決 算 額 構成比

性          質          別          歳          出

区       分 決 算 額

歳                                入

市 町 村 名 東  大  阪  市 類  型 中核市
※経常収支比率の( )内数値は、減収補てん債特例分及び
  臨時財政対策債を経常一般財源から除いた経常収支比率


